
令和５年度協働事業の実施状況 ※令和6年6月26日時点（集計中）

1．事業数　194事業（前年度比 -1事業） 2．うち新規事業数　26事業（前年度比 +4事業）

3．協働形態

委託 39

事業協力（市主体） 81

共催 40

実行委員会・協議会 21

事業協力（市民主体） 27

補助 12

計 220

4．協働先

地縁型 20

目的型 85

教育機関 36

事業者 79

計 220

　

5．各事業を実施する際の「協働の原則」「win-winの関係」の意識状況

目的共有 対等 相互理解 自主性尊重・自立化 評価 情報公開 win-win

はい 192 191 192 185 162 176 182

どちらともいえない 2 3 1 7 24 15 9

いいえ 0 0 1 2 8 3 3

→図１へ

6．協働の成果に関する評価

協働で実施したことにより、課題の解決に結びつく成果を市民に還元できた 53

協働で実施したことにより、何らかの効果を市民に還元できた 124

協働で実施したが、市民への還元効果については不明確である 17 →図２へ

7．その他の手法による協働 【委員からの意見】

(1)政策形成過程への市民の参画 (2)市からの後援・協賛による支援

附属機関 市からの後援 158件

附属機関以外の会議 98件

パブリックコメント実施数

パブリックコメントでの意見数 68人（延べ141件）

15機関

7回

教育委員会からの後援

※複数の主体と協働している事業があるため、
　事業数とは一致しません。

資料３－１

【図２】「協働で実施したが、市民への還元効果については不明確である」と回答した
　　　　 事業における「協働の原則」および「win-winの関係」の意識状況

※複数の主体と協働している事業があるため、
　事業数とは一致しません。

【図１】各事業を実施する際の「協働の原則」および「win-winの関係」の意識状況

86機関（部会8機関含む）

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

目的共有 対等 相互理解 自主性尊重・自立化 評価 情報公開 winwin関係

「協働の原則」「win-winの関係」を

意識しなかった・どちらともいえないの割合

0

5

10

目的共有 対等 相互理解 自主性尊重・自立化 評価 情報公開 winwin関係

「協働の原則」「win-winの関係」を

意識しなかった・どちらともいえないの件数

17.7%

36.8%18.2%

9.5%

12.3%
5.5%

協働形態の割合

委託

事業協力（市主体）

共催

実行委員会・協議会

事業協力（市民主体）

補助

9.1%

38.4%

16.4%

36.1%

協働先の割合

地縁型

目的型

教育機関

事業者

件

件

件

00716316
四角



